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ンランド政府の協力を得て 2006 年から COFISA (Cooperation Framework on Innovation Systems 
between Finland and South Africa)と呼ばれるプロジェクトを開始し、政府・大学・企業の「Triple Helix」
間の協力関係の促進を通じて南ア NIS を強化することを目指しているが、現在のところ目立った成果は

見られない。 
南ア政府の低い政策執行能力や、科学技術人材の不足といった構造的課題の解決には、人種間格差の

是正と人材の育成が必要であり、制度の導入や組織の改編で済む問題ではなく、長期的な視野で取り組

む必要がある。NIS 論は、イノベーションの実現方法は各国の制度や歴史的背景等に依存すると教えて

いるが、南アフリカのナショナル・イノベーション・システムも、その固有の制度的歴史的背景によっ

て大きく規定されているといえる。 
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２Ｄ０５ 

「イノベーションを生み出す国家プロジェクト」創出に関する考察 
 

○一色俊之（ＮＥＤＯ），太田与洋（東京大学），山田宏之（ＮＥＤＯ） 

 

１．はじめに 

昨今、技術開発のグローバル化の進展及び研究開発プロセスの短期化等により、企業単独では中長期

的でリスクの高い研究開発に取り組むことが一層難しくなってきている。このような状況の中、独立行

政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ）では、「産業技術の国際競争力の強化」

をミッションの１つとして掲げ、日本における産業技術に係る研究開発の促進と研究開発成果の普及、

及び新技術の市場化等を目的として国家プロジェクト（以下、ＮＥＤＯプロジェクト）を推進している

ところである。 

 本研究では、平成１４年度から平成２２年度の９年間に２つのＮＥＤＯプロジェクトを実施した「マ

イクロリアクター」分野に注目する。この分野は「２．対象プロジェクト」でも述べる通り、平成７年

にドイツの研究者により概念が提唱され、平成１０年頃から国内で研究活動が開始された新しい技術分

野である。今回、「マイクロリアクター」に関するＮＥＤＯプロジェクトに深く関与した産学官の関係

者へのヒアリングを実施した結果、「ＮＥＤＯプロジェクトを通じて『マイクロリアクター』分野にお

ける研究開発の促進及び市場化が実現された」と言う見解を得ている。 

そこで今回は、新技術の市場化事例として「マイクロリアクター」分野及びそれに関連するＮＥＤＯ

プロジェクトの概要について紹介すると共に、関係者へのヒアリングの実施、及びヒアリングに対する

客観的な検証として「研究者数及び特許出願数」による検証を行い、当該分野においてＮＥＤＯプロジ

ェクトの果たした役割や、新技術の市場化に繋がる国家プロジェクトに関する一考察を行う。 

 

２．対象プロジェクト 

本研究の対象である「マイクロリアクター」は、幅数～数百ミクロンの微小流路を化学反応場として

利用した装置であり、従来手法のビーカーやタンクといった大きなスケールで反応を行う装置とは異な

り、高速で高効率な化学反応を行うことが出来るシステムとして注目されている[1,2,3]。 

「マイクロリアクター」の生産コンセプトは、１９９５年（平成７年）ドイツのマインツ大学教授で

あったエルフェルト氏が『マイクロチャネルの中での化学反応』を提案したのが最初だと言われており、

比較的新しい技術と言える。一方国内では、平成１０年に社団法人近畿化学協会合成部会の「ロボット

合成研究会」（現「フロー・マイクロ合成研究会」）において、日本初のマイクロリアクターを中心とし

た公開講演会が開催されている[4]。また同時期に、財団法人 化学技術戦略推進機構（現「財団法人 化

学研究評価機構」）の「物質・プロセス委員会」において「マイクロリアクターワーキンググループ」

が設置されている。以上のことから、国内では平成１０年頃から、マイクロリアクターに関する研究活

動が開始されたと言える。 

「マイクロリアクター」分野に関してはＮＥＤＯとして、「マイクロ分析・生産システムプロジェク

ト（平成１４年度～平成１７年度、国費約４３億円）」（以下、第一期プロジェクト）[1]（注）及び「革新

的マイクロ反応場利用部材技術開発（平成１８年度～平成２２年度、国費約２７億円）」（以下、第二期

プロジェクト）[2,3]の２つのプロジェクトを実施している。図１、図２は、それぞれ第一期、第二期プ

ロジェクトにおける各研究開発項目を示しており、下線部分が「マイクロリアクター」分野に該当する

項目である。これら研究開発項目の委託研究先としては「マイクロ化学プロセス技術研究組合（ＭＣＰ

Ｔ、平成１４年７月～平成２３年３月）」が採択され、同組合に参画する企業・大学等の複数機関が京

都大学に集う「集中研方式」によりプロジェクトを推進した。なお、第一期プロジェクトは、「マイク

ロ化学プラント技術の基盤技術を確立すること」を目的とし[1]、第二期プロジェクトは、「マイクロリ

アクター中の生成場と反応場を分離し、急速混合、急速加熱・冷却、急速移動、極短反応時間制御など

により、活性種の化学反応を制御する基盤技術を確立すること」及び「マイクロリアクター技術等を幅

広く工業的に利用可能とするためのプラント技術を開発する」等を目的とし実施した[2]。 
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（注）本プロジェクトは平成１４年度に「高効率マイクロ化学プロセス技術」プロジェクトとして開始され、平成１５

年度に経済活性化につながる実用化研究開発プロジェクト「フォーカス２１」事業に位置づけられたことに伴い、「マイ

クロ分析・生産システムプロジェクト」に改称。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１：第一期プロジェクトにおける研究開発項目[1]  図２：第二期プロジェクトにおける研究開発項目[2] 

 

３．ヒアリング結果 

 本研究では、「マイクロリアクター」分野に対するＮＥＤＯプロジェクトの果たしてきた役割や、新

技術の市場化に繋がる国家プロジェクトに関する考察を行うにあたり、当該分野における研究開発の変

化や国内での事業化状況について関係者へのヒアリングを行った。具体的には、「２．対象プロジェク

ト」で紹介した２つのＮＥＤＯプロジェクトにおいて、産・学・官で中心的役割を担ったマイクロ化学

プロセス技術研究組合、京都大学、ＮＥＤＯ担当者に対し、「マイクロリアクター」分野の創生期（平

成７年度～平成１４年度頃）から、第一期、第二期プロジェクト実施期間中（平成１４年度～平成２２

年度）における、研究開発動向、国内研究者数の変化や企業活動等に関するヒアリングを実施した。 

表１は今回のヒアリングにより得られた、当該分野における研究活動の活発度を示す指標の１つとな

る「国際会議への参加者数等」、及び国内企業の事業化状況について、プロジェクト開始前とプロジェ

クト終了時での状況をまとめたものである。これら２つの項目から「マイクロリアクター」分野では、

ＮＥＤＯプロジェクト開始前には、国内での研究者数、事業化例がほとんどない状態にあったものの、

プロジェクト終了時には、権威ある国際会議を主催出来る程の質と量の研究者層が生み出されているこ

と、また同時に、マイクロリアクターを利用したプロセスによる商品製造・販売を開始している、もし

くは実用化段階（商品化・実機開発）に至る企業が国内で複数社誕生していることが明らかとなった。 

また、第一期プロジェクトの実施により、複数の反応系においてマイクロリアクターの利用が可能かど

うかの予測が可能となり、各企業が自分たちの製品群に適応できるかどうかといった企業の事業化判断

の目安となる知見を与える効果を生み出していたことも報告されている。 

 

表１：国際会議参加状況及び国内での事業化例の比較 

項目 プロジェクト開始前 プロジェクト終了時 

研究活動の活発度 

（国際会議ＩＭＲ

ＥＴ(*2)への参加

者数等） 

２名の出席（第１回会議） 

第１１回会議（平成２２年３月）を京都大

学で開催（アジア初）[3]。日本人研究者２

０３名が出席。他にも６件の国際シンポジ

ウムを国内で主催[1,2]。 

国内企業の事業化

状況 
なし 

商品販売２社、商品化・実機開発６社程度

（平成２３年６月時）。 

数千トン／年クラスのプロトタイプの設

計を終え、向こう５年で１０件程度の実用

化を見込む[3]。 
(*2) International Conferences on Microreaction Technology。１９９７年(平成９年)の第１回会議から毎年開催。 
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以上のことから、本分野では、ＮＥＤＯプロジェクト開始前後において、国内における研究活動や企

業の事業化状況に大きな変化が生じていることが明らかとなった。ＮＥＤＯプロジェクトを通じて、「マ

イクロリアクター」分野において研究開発を促進し市場化に繋げる環境が整備されていたと考えられる。 
 

４．ヒアリング結果の検証方法 

「３．ヒアリング結果」で取り上げた項目のうち、研究活動の活発度に対する客観的な検証を行うた

め、以下に示す２つの方法を実施し、ヒアリング結果との比較・検証を行う。 

 

［１］研究者数の経時変化調査（平成７年度～平成２２年度） 

    独立行政法人科学技術振興機構のＪＳＴ文献検索サービスである「ＪＤｒｅａｍｓⅡ」のうち、 

「ＪＳＴＰｌｕｓ」を検索ツールとして使用する。検索キーワードとしては、「マイクロリアクタ」

を用いる。なお本研究では、研究者の絶対者数ではなく経時変化の傾向に注目するため、検索対象

とする論文は原著論文、言語は日本語及び英語に絞って検索を実施している。 

  

［２］特許出願数の経時変化調査（平成７年度～平成２２年度） 

独立行政法人工業所有権情報・研修館ホームページの特許電子図書館（ＩＰＤＬ）における特許・

実用新案検索システムを検索ツールとして使用する。検索キーワードとしては［１］と同様に「マ

イクロリアクタ」を用いる。なお、「５．結果」において示すデータは、日本国内における特許出

願状況を、出願日を基準として年度別に記載したものである。本結果については、ＮＥＤＯの他の

プロジェクトにおける特許出願数の経時変化調査「特許情報を用いたＮＥＤＯプロジェクト成果の

把握手法に関する報告書」[5]との比較・検証を行う。 

 

５．結果 

図３に「研究者数の経時変化（上図）」及び「特許出願数の経時変化（下図）」を示す。点線で囲ま

れた領域は第一期プロジェクト、実線で囲まれた領域は第二期プロジェクトを実施した年度に対応して

いる。なお、特許を出願している機関数は１２０機関であった。 

図より、研究者数及び特許出願件数共に、平成１０年頃から増加傾向にあることが読み取れる。これ

は、「２．対象プロジェクト」で述べたように、国内でのマイクロリアクターに関する研究が平成１０

年頃から開始されたことと一致している。次に、ＮＥＤＯプロジェクトが始まる平成１４年度頃に注目

すると、研究者数及び特許出願件数共に増加しており、特に研究者数については第二期プロジェクトの

実施期間中には２００名を超える結果となった。これは、表１で示した平成２２年３月時点での国際会

議出席者数（２０３名）とも矛盾が無い。以上の結果は、ＮＥＤＯプロジェクトを通じて、国内におけ

る「マイクロリアクター」分野における研究開発が活性化されていたことを示唆するものである。なお、

特許出願件数については、平成１７年度にピークを持つ構造となることがわかった。 

図４は、「特許出願数の経時変化（図３下）」のうち、特許出願件数上位５社における特許出願件数

を示している。Ａ社、Ｂ社、Ｃ社はＮＥＤＯプロジェクト外の企業、Ｄ社、Ｅ社はＮＥＤＯプロジェク

ト参画企業のデータを示している。図より、個別企業により特許出願時期にばらつきはあるものの、Ｎ

ＥＤＯプロジェクト参画による傾向の違いは見られず、各社各様の傾向を示すことが分かった。 

 

６．考察 

「５．結果」で得られた特許出願件数についての考察を行う。図３下には、国内の全特許出願件数と

共に、ＮＥＤＯプロジェクト参画機関（企業、大学含む）における特許出願件数を併せて示している。

図３より、第二期において研究者数が増加しているにも関わらず、特許出願件数がピーク構造を持ち、

プロジェクト後半期に減少する傾向がみられている。このことは、ヒアリングでも「デバイスやその設

計については特許を出さずにノウハウとして秘匿しており、デバイスの形状や設計などの情報を特許等

に開示していない」と報告されている。文献５でも同様の指摘があり、プロセス技術としては一般的な

傾向と言え、プロジェクト後半期に向かって技術が成熟していく様子を反映している可能性が考えられ

る。 
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７．おわりに 

 本研究により、平成１０年頃から国内で芽生え始めた「マ

イクロリアクター」分野の研究開発環境に対し、ＮＥＤＯプ

ロジェクトが実施されることで研究開発が加速され、研究活

動の裾野が拡がっていったことがわかった。また、このよう

な研究開発の加速により、表１で示した通り、「マイクロリア

クター」という新しい技術の市場化へと繋がることが期待さ

れる。 
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